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要約
環境問題への関心は年々高まってきており、廃棄物問題は最終処分場の不足もあり特に
深刻である。廃棄物は産業廃棄物と都市廃棄物に大別されるが、わが国での産業廃棄物は
法律により20種類に範囲が限定され、この20種類以外は事業活動に伴う廃棄物であっても
一般廃棄物とされる。すなわち事業系一般廃棄物である。産業廃棄物は排出者が処理責任
者であるが一般廃棄物は行政がその責任を負う。事業系ごみのシェアはオフィスが集まる
大都市で高く、特に本社機能が集中する東京都区部では深刻である。
産業連関分析は、産業活動と環境問題の関連を分析する際の最も強力な分析手法の一つ
である。東京都は2地域(東京都、その他地域)2部門(財・サービス部門、本社部門)の
産業連関表を公表している。また、東京都清掃局は東京都区部の事業所に対して「事業系
一般廃棄物総合調査」という大規模な排出源調査を実施している。本研究の目的は、この
「東京都産業連関表」と「事業系一般廃棄物総合調査」とを用いた産業連関分析によって、
事業活動に伴う一般廃棄物排出構造の実態を解明することである(注(1))。
分析の結果、東京都の事業系一般廃棄物の約半分がその他地域の最終需要による誘発で
あることが明らかになった。また、事業活動に伴う一般廃棄物の誘発排出量は商業、教
育・研究・医療・保健からの排出量が多い。一般廃棄物の処理費用の負担問題について議
論する際には、このような排出構造を考慮に入れるべきであろう。
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1 .はじめに
環境問題への関心は年々高まってきており、廃
棄物問題は最終処分場の不足もあり特に深刻であ
るo 1990年代に入り、わが国の廃棄物排出量は
安定化し、経済成長との相聞は弱まったが、ダイ
オキシンの排出への住民の心配から焼却施設の建
設が困難になり、最終処分場の不足は深刻化して
いる (OECD、2002)。東京都についてみると都
心居住人口の回復に伴い都市環境保全の重要性が
高まるなど、首都圏・東京圏への人口集中による
環境問題はますます深刻になっている。
一般に廃棄物は、日常生活の場で排出される
「都市廃棄物Jと産業活動に伴い生産現場におい
て排出される「産業廃棄物」に大別される。産業
廃棄物は比較的同じ種類の廃棄物が大量に排出さ
れ、その処理に専門的な知識・技術が必要な場合
が多い。しかしわが国で産業廃棄物というとき、
産業活動によって排出される廃棄物すべてを指す
のではない。わが国の「廃棄物の処理及び清掃に
関する法律J(いわゆる「廃棄物処理法J)では、
「産業廃棄物」を企業に処理責任が課せられる 20
種類の廃棄物に限定し、それ以外の廃棄物につい
ては産業活動に伴う廃棄物であっても「事業系一
般廃棄物」として産業廃棄物から除外しているか
らである。
わが国では一般廃棄物は行政が処理責任を負う
ことになっているため、事業系一般廃棄物は家庭
からのごみとあわせて収集されている。このため
分析上必要な事業系一般廃棄物排出量を分離して
得るのは難しい。事業系一般廃棄物の排出はオ
フィスが集まる大都市で多く、特に本社機能が集
中する東京都区部では深刻な問題である。こうし
たこともあって東京都清掃局は「事業系一般廃棄
物総合調査j という大規模な排出源調査を実施し
ている。この調査は、事業系一般廃棄物の排出構
造について分析する際に利用することができる貴
重なデータベースである。
産業連関分析は、産業活動と環境の関連を分析
する際の最も強力な分析手法の一つである。産業
連関分析の環境問題への適用として、地球温暖化
問題との関連で CO2排出量に関する研究が多数
行われている。代表的な事例としては慶臆大学の
吉岡教授をリーダーとする環境問題研究グループ
の研究がある(朝倉他、 2001)。
廃棄物問題に産業連関分析を適用するには、付
帯表 (supportingtable)によるアプローチと拡張
産業連関表 (extendedinput -output table)によ
るアプローチの 2つがある。前者は、廃棄物の
発生に焦点を合わせ、産業連関表の本体には手を
加えず、廃棄物に関する付帯表を作成して分析を
進めようというものである。後者は、廃棄物の処
理プロセスに焦点をあわせ、産業連関表を拡張し
て廃棄物処理部門を明示的にシステム内に組み込
もうとするものである。このアプローチはレオン
チェフ(1970) による先駆的な研究に端を発し
ており、最新の研究として中村 (2000)がある。
大平他 (1998、1999)、木村他 (1998)は、全
国ベースの産業廃棄物に付帯表アプローチによる
産業連関分析を適用し、産業廃棄物の排出構造に
ついて詳細に分析している。東京都は本社部門を
明示し、東京都とその他地域を取り扱う 2部
門・ 2地域の分析が可能な産業連関表を公表して
いる。占部 (2000)は、付帯表アプローチをこ
の東京都表に適用して、東京都の産業廃棄物の排
出構造を分析している。
本論文の目的は諸機能の集積する東京都におけ
る事業活動に伴う廃棄物のうち、産業廃棄物とし
ては分類されない事業系一般廃棄物の排出構造を
産業連関分析によって解明することである。本研
究では事業系一般廃棄物の発生メカニズムに焦点
をあわせ、付帯表としての産業別・組成別の事業
系一般廃棄物排出原単位行列を推計し、事業活動
に伴う一般廃棄物の排出構造について分析する。
主たるデータベースとしては「東京都産業連関
表」と「事業系一般廃棄物総合調査」を利用する
(注(2))。
論文の構成は以下のとおりである。第2節で
は東京都の廃棄物の現状についてみる。第3節
では本研究で用いる産業連関分析モデルの付帯表
アプローチについて示し、第4節では付帯表と
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して用いる産業別・組成別の一般廃棄物排出原単
位の推計結果を示す。これを用いて第5節では
最終需要による誘発排出量および生産活動による
誘発排出量について産業別・組成別の分析結果を
示す。最後の第6節ではまとめと今後の課題に
ついてふれる。
2. 東京都の廃棄物の現状
表 1に廃棄物を中心とした東京都への集中状
況を示す。東京都は、平成 9(1997)年度におい
て、国内総生産の17.2%、人口の9.2%のシェア
を占め、経済・人口の両面で極めて集中度の高い
地域である。このことを反映して廃棄物の面では、
全国排出量に対するシェアが産業廃棄物では
5.8%、一般廃棄物では10.5%を占めている。東
京都は、行政が処理責任を負う一般廃棄物の 1
割を処理するという大きな課題を担っている。な
お、一般廃棄物の排出量536万トンから資源ごみ
を除いた 518万トンについて地域別にみると 23
区部が392万トン、多摩地域が 115万トン、島|興
地域が2万トンとなっている(注(3))。
東京都の一般廃棄物の排出量は1978年の第2
次オイルショック後は横ばいであったが、 1980
年代後半のバブル経済期には東京への一極集中、
ライフスタイルの変化などを背景に急増した。し
かしその後は1989年の613万トンをピークに1998
年の509万トンまで減少を続けている。東京都は、
この要因として日本経済の低迷、都民・企業のご
みに対する意識の高まりなどを挙げているが、最
終処分場の状況等を考慮すると楽観は許されない
として、減量化の施策をさらに進める必要がある
と指摘している(東京都、 2000)。
表 1 東京都への集中状況 (1997年度)
東尽都 全国
シェア(%)
国内総生産 (10億円) 82，813 17.2 482，316 
人口 (1000人) 11，574 9. 2 125，257 
産業廃棄物 (1000トン) 23，990 5.8 415，000 
一般廃棄物 (1000トン) 5，363 10. 5 51，200 
出所 厚生省『日本の廃棄物処理』、東京都『東京都環境白
書』、経済企画庁『県民経済計算年報』より作成
前述のように事業系一般廃棄物排出量の実績
データは得られないが、「東京ごみ白書J(東京都、
1995)では、平成 5(1993)年度について事業系
と家庭系に分けた推計結果を公表している。これ
によれば23区部では家庭ごみは176万トン、事業
系一般廃棄物は264万トンで、事業系のシェアは
60.0%である。多摩地域では家庭ごみは 62万ト
ン、事業系一般廃棄物は66万トンで、事業系の
シェアは 51.6%である。島興地域を除く東京都
全体でみると事業系のシェアは 58.1%であり、
行政が処理責任を負う廃棄物の 6割近くが事業
活動に伴って排出されていることになる。
3. 分析のフレーム
3. 1 東京都産業連関表
都道府県レベルで産業連関表を作成する試みは
1960年代から始められ、東京都は1990年産業連
関表から公表している。都道府県レベルの産業連
関表の公表としては最も遅い例の一つであるが、
東京都産業連関表は、他の県表には見られない独
自性をもっている。東京都産業連関表の特徴とし
て以下の 3点が挙げられる(石田、 1990;樺山
イ也、 1998)。
①2地域(東京都、その他地域)による地域間
表であり、移出・移入(東京都とその他地域との
取引)は非競争型、輸入(海外との取引)は競争
型で処理されている。
②都内に流入する通勤・通学者などの消費支出
を家計消費支出とは別途に推計し、その影響を分
離して分析することができる。
③2部門(財・サービス部門、本社部門)表
であり、通常の生産活動とは別に企業の本社機能
を独立の部門として設定し、それを明示的に分析
することができる。
以上のような特徴を持つ東京都産業連関表の基
本構造を図 lに示す。 1995年東京都産業連関表に
より東京都の経済構造を概観すると、都内生産額
は 157.9兆円で国内生産額 993.4兆円の 15.9%で
ある。東京都の生産額のうち財・サービス部門の
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出所。 東京都総務局統計部・職員研修所調査室『東京都産業連関表』
注1・ 行、列の記号A、・・.Rf土産業分類のコー ドを示す。
注2:囲圏 は取引がないことを示すの
図1 東京都産業連関表の基本モデル
生産額は 131.58兆円、本社部門は 26.33兆円で
都内生産額に対する本社部門の割合は 16.7%であ
る。全国の本社部門の割合は5.7%であるから、
東京都では生産額に占める本社活動のウェイトが
極めて高い。さらに東京都の対全国シェアは、
財・サービス部門の生産額は 14.0%、本社部門
は46.8%であり、本社活動の東京都への一極集
中が顕著である。
東京都における事業系一般廃棄物の排出構造
はオフィスから出る紙ごみが多いことが特徴であ
ると指摘されているが(東京都清掃局、 1995)、
これは本社活動が集中しているという東京都の経
済構造の反映であるといえよう。
3. 2 産業連関分析モデル
分析には以下の図2に示す通常の産業連関分析
のオープンモデルを用いる。ここで、 Xは生産
額、 Iは単位行列、 Oはゼロ行列、 Aは投入係数
行列、 M は輸入係数を対角化した行列、 Fは最
終需要、 Eは輸出、 M は輸入である。
右肩の添え字、 Tは東京都、 Rはその他地域、
左下の添え字Cは財・サービス部門、 hは本社部
門、 tは産業部門、 mは輸出入の普通貿易、 p
は輸出入の特殊貿易を表す。
このモデルは廃棄物の発生プロセスに焦点を合
わせ、産業の投入産出構造を所与とし、廃棄物に
関する付帯表を作成して分析を進めようというも
のである。最終需要が与えられると図 2の (1)
式により産業別の誘発生産額が求められる。この
とき東京都内で発生する産業別・組成別事業系一
般廃棄物量は図 2の (2)式により求められる。
ただし Wcは次節で概説する「事業系一般廃棄物
総合調査」より推計した生産単位当たりの産業
別・組成別事業系一般廃棄物排出原単位行列(ト
ン/100万円)であり、 Wは産業別・組成別事業
系一般廃棄物排出量行列(トン)である。 Xは
(1)式により求められた産業別都内生産額を対角
化した行列である。以上のモデルを用いて、東京
都およびその他地域の最終需要により誘発される
一般廃棄物排出量を推計し、東京都の事業系一般
廃棄物排出構造を分析する。
4. 事業系一般廃棄物排出量の推計
本節では産業連関分析の付帯表として用いる産
業別・組成別一般廃棄物排出原単位の推計を示す。
東京都清掃局は東京都区部の事業所を対象に「事
業系一般廃棄物総合調査」といわれる大規模な調
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図2 分析の基本モデル式
査を5年ごとに実施している。これまで昭和63年
度、平成4年度、平成9年度の3回実施されてお
り、これらの調査以外の年についても簡易的な調
査を行い経年的な結果を毎年公表している。この
うち今回の分析には利用可能な最新の結果である
平成4(1992)年度の調査結果を使用した。
この調査は23区部から地域特性を考慮して調
査地域を抽出し、抽出地域の事業所に袋を配布し
て一般廃棄物を回収し、その量や性状(紙などの
可燃物・プラスチックなどの焼却不適物・金属な
どの不燃物の内訳)を調査したものである。その
調査結果として業種別事業系一般廃棄物について、
①従業者一人当たり排出原単位と②床面積当たり
排出原単位が得られる。
この結果を産業連関分析の付帯表として用いる
には、「排出係数」とも呼ばれる都内生産額当た
りの排出原単位を求める必要がある。このため
「事業系一般廃棄物総合調査j の結果を組替える
ことによって、産業別・組成別一般廃棄物排出量
を推計し、これから産業連関分析の付帯表として
の産業別・組成別の事業系一般廃棄物排出原単位
を求める。その具体的な手順は以下のとおりであ
る。
第 1に、事業系一般廃棄物総合調査は「メッ
シュ業種分類Jという固有の業種分類を用いてい
るので、これを産業連関表の部門分類に合わせて
組替える。部門分類をみると産業連関表は製造業
が細かく、事業系一般廃棄物総合調査はサービス
業が細かい。表2に、今回採用した16部門の部門
分類を示す。この部門は1995年産業連関表の51
部門分類表(財・サービス26部門+本社25部門)
における26部門とメッシュ業種分類の24部門を
もとに統合したものである。
第2に、事業系一般廃棄物総合調査は調査対象
が23区部に限定され、多摩地域や島l興地域を含
んでいない。この調査結果をもとに東京都全体の
事業系一般廃棄物排出量を求める必要がある。平
成3(1991)年の「事業所統計調査」から得られ
る事業所数を用いて、部門別・物理組成別に
東京都の排出量=区部の排出量/区部の従業者
数×東京都の従業者数
として東京都全体の排出量を推計した。
第3に、「事業系一般廃棄物総合調査Jでは本
社部門と財・サービス部門の分割は行われていな
い。両部門の分割には、東京都産業連関表の付帯
表として整備されている雇用表から本社部門と
財・サービス部門の従業者比率を求め、その比率
を用いて分割した。
まだ工夫の余地は大きいが、以上の手順により
分析用付帯表の準備として産業別・組成別の事業
系一般廃棄物排出量行列(トン)を得た。なお、
事業系一般廃棄物総合調査の調査対象に農林水産
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表2 部門分類対応表
採用部門分類 産業連関表分類 メッシュ業種分類
15部門 26部門 24部門
農林水産業 農林水産業 農林水産業
鉱業 鉱業 鉱業
建設業 建設 建設業
軽工業・その他 食料品、繊維製品、パルプ・紙・
軽工業(素材)、軽工業(加工)、
木製品、その他の製造工業製品 その他製造業
窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属 重工業(素材)
重工業(加工) 金属製品、 一般機械、電気機械、 重工業(加工)輸送機械、精密機械
化学工業 化学製品、石油・石炭製品
商業 商業
金融・保険業 金融・保険
不動産業 不動産
運輸・通信業 運輸、通信・放送
電気・ガス・水道業 電気・ガス・水道
教育・研究・医療・保健 教育・研究・医療・保健
その他サービス業 サービス
ノi¥A韮;ヵタζ 公務
業が含まれていないため、農林水産業の排出量は
ゼロとした。上述の手順にしたがって得た1995
年における東京都の事業系一般廃棄物排出量合計
は322万トンである。この結果は東京都の一般廃
棄物排出量の実績値、 556万トンの57.9%にあた
る。事業系一般廃棄物排出量の多い業種をみると、
商業が全体の35.1%、教育・研究・医療・保健が
13.85%、その他サービス業が13.83%、運輸・通
信業が13.3%となっており、以上の 4業種で
76.1%を排出している。
すでに述べたように事業系一般廃棄物のみの
排出量実績は得られないので、産業別・組成別の
事業系一般廃棄物排出量の推計精度を直接に確認
することは難しい。本節で推計した一般廃棄物排
出量に占める事業系一般廃棄物のシェア 57.9%は、
「東京都ごみ白書」に記載の平成 5(1993)年度
の事業系一般廃棄物のシェアである58.1%とほぼ
一致しており、上述の推計結果が妥当であること
を示唆していると考えられる。
産業思IJ.組成別排出量行列の各要素を各産業の
化学工業
卸売業、食料品小売業、その他小売業、
飲食盾
金融・保険業
不動産業
運輸・通信業
電気・ガス・水道業
知識関連サービス業、医療関連サービス業
生活関連サービス業、娯楽関連サービス業、
事業関連サービス業、その他サービス業
公務
都内生産額で除し、付帯表としての産業別・組成
別事業系一般廃棄物排出原単位行列 (kg/100万
円)を得た。その結果を表3に示す。 100万円当
たりの排出原単位は、財・サービス部門全体では
21kg、本社部門全体では17kgである。各部門で
の上位は、財・サービス部門では鉱業 (61kg)、
商業 (51kg)、教育・研究・医療・保健 (41kg)
であり、一方、本社部門では教育・研究・医療・
保健 (64kg)、鉱業 (39kg)、運輸・通信 (34
kg)であった。以上のように事業系一般廃棄物
の排出原単位に部門による相違は認められるもの
の、産業廃棄物の場合(大平他、 1998) と比べ
るとその差違が小さいことが特徴である。
5.分析の結果
5. 1 最終需要による誘発
表4に最終需要によって誘発される事業系一般
廃棄物の排出量についての分析結果を示す。
事業系一般廃棄物排出原単位表3
??
??
???
?
????????????????
?
????
?
??????
>-' 
にD
単位 kg/lOO万円
農林水 建設業 軽工業・重工業重工業化学工
電気・ガ教育・研その他
廃棄物の物理組成 鉱業 商業 金融・保不動産運輸・通 ス・水道究・医サービス 公務 その他 計産業 その他 (素材) (加工) 業 険業 業 信業 業療・保健業
可燃物 紙類 新聞紙 0.00 2.61 1.34 0.66 0.68 0.71 0.97 1.70 0.48 。目21 2.73 0.36 2.05 1.03 0.72 0.00 1.18 
雑誌 0.00 2.32 0.41 0.38 0.42 0.28 0.51 1.37 0.31 。目14 2.65 0.17 2.11 0.60 0.39 0.00 0.88 
段ボール 0.00 1.43 0.70 0.59 0.20 0.29 0.44 2.47 0.11 0.09 2.43 0.16 1.29 0.38 0.25 0.00 0.91 
財 OA用紙 0.00 3.13 0.89 。目66 1.12 0.54 1.22 0.77 0.83 0.31 1.26 0.40 1.41 0.58 1.00 0.00 0.78 
サ その他用紙 0.00 19.75 5.81 4.11 4.45 2.81 5.91 11.77 3.01 1.23 8.95 1.93 12.46 3.74 4.31 0.00 5.91 
繊維 0.00 0.29 0.22 1.26 0.09 0.20 0.31 0.37 0.02 0.07 0.53 0.04 0.57 0.08 0.12 0.00 0.30 
ヒ守 厨芥 0.00 16.00 2.07 2.05 1.48 1.40 1.95 19.04 1.03 0.42 4.31 0.68 6.09 1.80 1.84 0.00 4.73 
ス 草・木等 0.00 1.47 1.15 1.10 0.17 0.17 0.28 2目15 0.11 0.07 1.26 0.22 3.05 0.51 1.41 0.00 1.03 部
焼却不適物 プラスチック~~ 0.00 6.33 2.13 1. 77 1.16 1.12 1.99 6.05 0.70 0.33 3.56 0.60 5.02 1.26 1.22 0.00 2.41 
ゴム・皮革 0.00 0.07 0.73 0.33 0.17 0.08 0.64 0.12 0.03 0.02 0.11 0.12 0.57 0.05 0.04 0.00 0.18 
不燃物 金属 。目。 3.20 2.59 0.88 0.53 0.57 0.85 2.34 0.36 0.18 3.70 0.54 3.01 1.38 0.84 0.00 1.60 
ガラス 0.00 3.53 0.93 0.41 0.29 0.30 0.45 2.70 。目19 。目09 1.27 0.25 2.23 0.88 0.64 0.00 1.06 
陶磁器 0.00 0.07 。.06 0.03 0.01 0.01 。.02 0.09 。目01 0.00 0.01 0.01 0.08 0.03 0.04 0.00 0.04 
他不燃物 0.00 0.40 0.20 0.04 0.06 0.03 0.11 0.15 0.03 0.01 0.08 0.05 0.78 0.03 0.20 0.00 0.13 
言十 0.00 60.57 19.23 14.25 10.84 8.52 15.64 51.11 7目23 3目16 32.86 5.54 40.73 12.36 13.03 0.00 21.15 
農林水 建設業 軽工業・重工業重工業化学工
電気・ガ教育・研その他
廃棄物の物理組成 鉱業 商業 金融・保不動産運輸・通 ス・水道究・医サービス 公務 その他 言十産業 その他 (素材) ( 加工) 業 険業 業 信業 業療・保健業
可燃物 紙類 新聞紙 0 .0.0 l 1.6-6 1 .23 0 .68 0 .84.84 1 .03.03 0 .9393 0 .7373 0 .52.52 0 .62.62 2 .84.84 0 0.466 3 .24.24 1 .02.02 0 .0.0 0 .0.0 1 .02.02 
雑誌一 0 .0.0 1 .47.47 0 .38.38 0 .39.39 0 .52.52 0 0.411 0 0.499 0 .95.95 0 .34.34 0 0.422 2 .76.76 0 .22 3 3.43 0 .59.59 0 .00 0 .00 0 .76.76 
段ボール 0 .0.0 0 .91.91 0 .64.64 0 .61.61 0 .2424 0 0.422 0 0.422 1 .13.3 0 .12.12 0 .26.26 2 .5252 0 .2020 2 .04.04 0 0.411 0 .00 0 .0.0 0 .74.74 
O AA用紙 0 .0.0 l 1.9.9 0 .8181 0 .67.67 1 .38 0 .79.79 1 .17.7 0 .65.65 0 .90.90 0 .93.93 1 .31 0 .50.50 2 .14.14 0 .7979 0 .00 0 .0.0 0 .84.84 
本 その他用紙 0 .0.0 1 2.525 5 .3131 4 .27.27 5 5.477 4 .0707 5 .66 6目55 3目26 3 .68.68 9 .31.31 2 2.42 1 9.69.69 4 .15.15 0 .0.0 0 .0.0 5 .3.3 
キ士 繊維 0 .0.0 0 .1919 0 .20.20 1 .27.27 0 .1.l 0 .29.29 0 .3030 0 .23 0 .02.02 0 .21.21 0 .5.5 0 .06.06 0 .92.92 0 .07.07 0 .0.0 。-.00 0 .29.29 
部 厨芥 0 .00 1 0.17017 1 .89.89 2 .18.18 1 .82.82 2 .0202 1 .86.86 4 4.949 1 .12.2 1 .25.25 4 4.499 0 .86.86 9 .67.67 1 .6.6 。-.00 0 .0.0 2 .64.64 
P可 草・木等 0 .0.0 0 .94.94 1 .05.05 1 .1.1 0 .2121 0 .25.25 0 .27.27 0 .79.79 0 .1212 0 .2121 1 .31 0 .28 4 .60.60 0 0.477 0 .0.0 0 .0.0 0 .67.67 
焼却不適物 プフスチック 0 .0.0 4 .02.02 1 .94.94 1 .83.83 1 .43.43 1 .62.62 1 .90.90 2 .81.81 0 .76.76 0 .98.98 3 .7070 0 .7676 8 .03.03 1 .23.23 0 .00 0 .0.0 1 .97.97 
ゴム・皮革 0 .0.0 0 .05.05 0 .67.67 0 .35.35 0 .2121 0 .1212 0 .61.61 0 .0909 0 .0303 0 .0606 0 .1212 0 .1515 0 .94.94 0 .0505 0 .00 0 .0.0 0 .19.19 
不燃物 金属 0 .0.0 2 .03.03 2 .37.37 0 .92.92 0 .65.65 0 .83.83 0 .81.81 0 .9696 0 .3939 。目55 3 .85.85 0 .67.67 4 .75.75 1 .23.23 0 .0.0 0 .0.0 1 .28.28 
ガラス 0 .0.0 2 .24.24 0 .85.85 0 0.433 0 .35.35 0 0.44 0 0.433 1 .13.3 0 .21.21 。目27 l目32 0 .31.31 3 3.499 0 .79.79 0 .0.0 0 .0.0 0 .78.78 
陶磁器 0 .0.0 0 .05.05 0 .05.05 0 .03.03 0 .01.0l 0 .01.01 0 .02.02 0 .04.04 0 .01.0l 0 .01.0l 0 .01.01 0 .01.01 0 .12.12 0 .02.02 0 .0.0 。-.00 0 .03.03 
他不燃物 0 .0.0 0 .26.26 。ー19 0 .04.04 0 .07.07 0 .04.04 0 .1.1 0 .10.10 0 .04.04 0 .04.04 0 .09.09 0 .06.06 1 .24.24 0 .04.04 0 .0.0 0 .0.0 0 .09.09 
言十 0 .00 3 8.518.51 1 7.57.57 1 4.74.7 1 3.343.34 1 2.352.35 1 4.984.98 2 0.60.6 7 .81.81 9 9.49 3 4.184.18 6 .94.94 6 4.304.30 1 2.52.52 0 .0.0 0 .0.0 1 6.626.62 
2002 
東京都産業連関表の特徴は、東京都とその他地
域の2地域表であり、都内と都外それぞれの最終
需要による誘発効果の分析が可能なことである。
まず第1に、東京都全体の事業系一般廃棄物排出
量がどのような地域の最終需要によって誘発され
ているかをみよう。事業系一般廃棄物の誘発量は、
東京都の最終需要項目計では162.3万トン、その
他地域の最終需要項目計では159.6万トンである。
すなわち、東京都の事業系一般廃棄物の50.4%が
都内最終需要から、 49.6%がその他地域の最終需
要から誘発されている。占部 (2000)は、東京都
の産業廃棄物のほぼ70%が都内最終需要によっ
て誘発されていることを報告している。この占部
の結果は「東京都産業連関表 (1990年版)Jと「産
業廃棄物調査データ」平成 4(1992)年版とを用
いたもので1992年値である。データ年の相違を
考慮しても、事業系一般廃棄物は都外の最終需要
により誘発される部分が大きいことが特徴である
といえよう o
第2に、東京都の事業系一般廃棄物排出量がど
のような最終需要項目によって誘発されているか
をみよう。最終需要項目を大きく消費支出と投資
に分けてみると、消費支出による誘発量は、東京
都における 121.5万トンとその他地域における88.2
万トンをあわせた209.7万トンであり、全体の65.2
%である。なお民間消費支出は52.2%、政府消費
支出は13.0%を占める。一方、投資による誘発量
は、東京都における31.7万トンとその他地域にお
ける 53.1万トンをあわせた84.8万トンであり、
全体の26.3%である。なお民間固定資本形成は
19.4%、公的固定資本形成は6.6%を占める。
消費支出と投資を比較すると消費支出による誘
発量が全体の3分の 2を占め、投資による誘発量
を大きく上回る。占部 (2000)によると産業廃棄
物では、消費支出による誘発量が52.7%、投資に
よる誘発量が44.1%であり、特に民間固定資本形
成からの誘発量が33.5%と大きい。以上より事業
系一般廃棄物は消費支出による誘発が大きく、産
業廃棄物と比較すると民間固定資本形成との結び
つきが弱いことが特徴であるといえる。
第3に、最終需要からの一般廃棄物誘発量を組
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成別にみてみよう。都内最終需要からの誘発排出
量は紙類の76.3万トン(23.7%)が最も多く、紙類
を含む可燃物計は119.2万トン(37.0%)であり、
燃焼不適物と不燃物は、それぞれ20.2万トン
(6.3 %)、 23.0万トン(7.1%)である。その他地域
の最終需要からの誘発排出量でも紙類が73.5万ト
ン(22.9%)と最も多く、可燃物計は120.0万トン
(37.3%)であり、燃焼不適物と不燃物はそれぞれ
19.6万トン(6.1%)、20.0万トン(6.2%)である。
さらに組成別誘発排出量がどの最終需要から誘
発されるのかを示す指標として、各最終需要項目
別の組成別廃棄物誘発排出量を組成別廃棄物量合
計で除し、最終需要別誘発依存度を求めてみる。
組成別にみると、都内の最終需要による誘発依存
度は、その他不燃物(66.7%)、ゴム・皮革(60.2%)、
草・木等(56.1%)で高く、その他地域の最終需要
による誘発依存度では、段ボール(52.3%)、繊維
(52.4%)、厨芥(53.7%)が高い。このような依存
度の相違は、東京都の産業構造の特徴を示すもの
と考えられる。
5. 2 生産活動による誘発
本節では、と、の部門の生産活動から事業系一般
廃棄物が多く排出されているかを分析する。この
ため各部門の財・サービスに 1単位の最終需要が
発生したときに、その生産活動に伴い直接・間接
に経済全体から誘発される排出量、すなわち当該
部門から直接的に排出される事業系一般廃棄物量
だけではなく、当該部門が使用する中間財・サー
ビスを生産する過程から間接的に排出される事業
系一般廃棄物量を加えた誘発排出量を求める。
i部門の都内産品1単位当たりの事業系一般廃
棄物の排出量を以下の手順で求める。まず、最終
需要として、
F，庁=(0・・・ 010・・・ 0)'.・H ・.(3) 
を与える。すなわち、 i部門のみをし他をOと
するベクトルを与え、 i部門の都内産品に 1単位
(100万円)の最終需要が生じたときの都内生産
額を第3節で示した図2の(1)式で求める。この
とき都内で発生する産業別・組成別の事業系一般
廃棄物排出量は図2の(2)式で求められる。
表5に、東京都における都内産品の生産活動に
よって誘発される組成別の事業系一般廃棄物を
財・サービス部門、本社部門のそれぞれについて、
上位3部門を示す。
まず財・サービス部門についてみると、商業
58.6kg、教育・研究・医療・保健47.3kg、運輸・
通信業40.9kgの3部門の排出量が40kgを上回っ
ており、建設業25.3kg、化学工業23.1kg、公務
20.7kg、軽工業・その他20.5kgがこれに続く。
上位3部門について物理組成別に見ると、商業で
は紙類22.0kg(シェアは37.5%)と厨芥20.0kg
(34.7% )が多い。商業で特に厨芥が多いのは、こ
の部門が食料品小売業、飲食屈を含むことによる。
教育・研究・医療・保健では紙類22.5kg(47.6%) 
が多く、厨芥7.3kg(15.5%)、プラスチック5.8kg
(12.2 %)がこれに次ぐ。運輸・通信業は、紙類
22.1kg (54.0 %)、厨芥5.7kg(14.1 %)が多く、プ
ラスチック4.4kg(10.9 %)、金属4.4kg(10.8 %)が
これに次ぐ。プラスチックや金属の排出が多いの
は、交通の駅などからのペットボトルや空き缶な
どの排出に対応しているものと思われる。
次に本社部門を見ると、教育・研究・医療・保
健からの排出が71.7kgと目立って多く、鉱業42.5
kg、運輸・通信業40.9kgがこれに次ぎ、それ以
下は商業26.9kg、建設業24.8kg、化学工業23.6kg
となっている。上位3部門について物理組成別に
見ると、教育・研究・医療・保健では紙類34.3kg
(47.8%)、についで厨芥11.0kg(15.3 % )、プラス
チック8.9kg(12.3 % )が多い。鉱業は紙類20.7kg
(48.7 %)、厨芥10.8kg(25.4 % )、プラスチック
4.5kg (10.5 % )の順、運輸・通信業は紙類22.3kg
(54.6%)、厨芥5.5kg(13.5%)、金属4.4kg(10.9%) 
の順となっている。本社部門については、廃棄物
の排出量に関しても、その物理組成に関しでも部
門による相違が小さい。
教育・研究・医療・保健、運輸・通信業は、
財・サービス部門、本社部門ともに誘発排出量の
多い部円である。事業系一般廃棄物の減量化を図
る上では、これらの部門に対する対策が重要とな
ろう。学校教育基本調査によれば、 2001年5月現
在において施設数では全国の大学の17.0%、学生
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表5 東京都における生産誘発による組成別排出量(上位3業種)
単位:kg 
財・サービス部門 本社部門
廃棄物の物理組成 教育・研 運輸・ 教育・研 運輸・商業 究・医療・ 通信業 究・医療・ 鉱業 通信業保健 保健
可燃物 紙類 21. 969 22.484 22.054 34. 250 20.683 22.344 
繊維 0.485 0.696 0.640 1. 068 0.247 0.646 
厨芥 20.343 7.329 5.772 10.980 10. 792 5.515 
草・木等 2.454 3.370 1. 597 4.930 1. 101 1. 587 
焼却不適物 プフスチック 6.908 5. 772 4.441 8.853 4.452 4.425 
ゴム・皮革 O. 165 0.637 O. 161 1. 004 0.074 O. 160 
不燃物 金属 2.978 3.539 4.411 5.402 2. 375 4.447 
ガラス 3.050 2.546 1. 668 3.837 2.418 1. 636 
陶磁器 0.099 0.092 0.021 O. 133 0.052 0.019 
他不燃物 O. 182 0.821 0.114 1. 265 0.279 O. 117 
計 58.634 47.285 40.879 71. 723 42.472 40.896 
表6 その他地域における生産誘発による組成別排出量(上位3業種)
単位:担
財・サービス部門 本社部門
廃棄物の物理組成 重工業 建設業 軽工業・ 金融・ 軽工業・ 化学工業(加工) その他 保険業 その他
可燃物 紙類 1. 491 
繊維 0.047 
厨芥 O. 739 
草・木等 0.130 
焼却不適物 プフスチック 0.374 
ゴム・皮革 0.021 
不燃物 金属 O. 222 
ガラス 0.154 
陶磁器 0.005 
他不燃物 0.014 
言十 3.198 
数では全国の大学生の24.4%が東京都に集中して
いる(文部科学省、 2001)。こうした教育機関の
東京都への集中度を考慮すると、一般廃棄物排出
量の削減のために、教育・研究機関での廃棄物処
理のコスト意識を喚起する必要があろう。
東京都以外の地域において生産活動が行われ
る場合にも、中間財サービスや本社部門における
活動が東京から移入されるため、東京における生
産活動が誘発され、それに伴って東京都において
事業系一般廃棄物が排出される。東京都外の地域
においてその他地域産品に対する 1単位の最終需
要が生じた場合の東京都における事業系一般廃棄
1. 476 1. 284 1. 069 1. 012 0.896 
。目 043 0.060 0.027 0.027 0.026 
0.677 0.685 。.335 O. 329 0.298 
O. 140 0.129 0.078 0.081 0.077 
O. 360 O. 331 。.216 0.211 O. 192 
0.034 0.022 0.011 0.011 0.011 
O. 260 O. 195 0.179 0.183 O. 159 
0.155 O. 137 O. 102 0.107 0.095 
0.006 。.005 0.003 0.004 0.003 
0.015 
3. 167 
0.010 0.007 。.007 0.008 
2.857 2.029 1. 972 1. 765 
物の排出量についてみる。これは(3)の代わりに
最終需要として、
F;RR ==(0・・・o1 0 • . .0)'…… (4) 
を与えることによって求められる。表6に、東京
都外におけるその他地域産品の生産活動によって
誘発される東京都の組成別の事業系一般廃棄物を
示す。財・サービス部門では重工業(加工)、建
設業、軽工業・その他の生産活動による排出が多
いが、重工業(加工)でも100万円当たり3.2kgで
あり、都内産品の生産と比べるとはるかに小さい。
本社部門では金融・保険業、軽工業・その他、化
学工業の生産活動による排出が多いが、その量は
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金融・保険業でも2.0kgにとどまる。東京都外か
らの生産誘発に伴う廃棄物の物理組成についても
紙類、厨芥の排出が多く、また部門による物理組
成の相違も小さい。
6. まとめと今後の課題
本研究では「東京都産業連関表」の特徴および
東京都の「事業系一般廃棄物総合調査Jを活用し、
東京都の事業系一般廃棄物の産業連関分析を行っ
た。分析には、廃棄物の発生構造を固定し、排出
構造に焦点を絞って分析している点で限界はある
ものの、東京都の事業系一般廃棄物の部門別・種
類別の排出構造の解明に一定の役割を果たせたと
考える。
分析の結果として以下の6点を得た。
①最終需要による事業系一般廃棄物誘発量につい
ては、 50.4%がその他地域の最終需要による誘発
である。
②最終需要による誘発排出量では消費支出による
誘発量は65.2%と多く、投資からの誘発量は26.3
%であり、産業廃棄物の場合との相違が見られた。
③最終需要による組成別誘発排出量では東京都、
その他地域ともに紙類、厨芥が多い。
④東京都における生産による誘発では、財・サー
ビス部門では商業、教育・研究・医療・保健、運
輸・通信業による、本社部門では教育・研究・医
療・保健、鉱業、運輸・通信業による排出量が多
Vl。
⑤東京都における生産誘発による組成別排出量で
は紙類、厨芥が多い。
⑥生産活動による一般廃棄物誘発排出量は、都内
の産業部門への最終需要からの誘発量が、都外に
おける生産の場合と比べて圧倒的に大きい。
最終需要による誘発量では、①東京都の事業系
一般廃棄物の50%がその他地域の最終需要によ
る誘発であること、②消費支出からの誘発量が全
体の65%であることが明らかとなった。このこ
とは東京都がビジネス、ショッピングのセンター
としてその他地域の需要を吸引していることが、
東京都の事業系一般廃棄物の排出の大きな要因と
なっていることを示している。生産による誘発で
は、財・サービス部門、本社部門ともに教育・研
究・医療・保健、運輸・通信業の東京における生
産に誘発される排出が多いことが明らかになった。
事業系一般廃棄物の排出を抑制するためには、こ
れらの部門に対する対応が重要となろう。
近年、廃棄物の発生抑制に従量制による処理手
数料徴収などの経済的手法の活用が有効であると
考えられ、東京都をはじめとして多くの自治体に
おいて一般廃棄物の有料化が実施されている。環
境省によれば平成11年度において、何らかの形
で手数料を徴収している市町村は、家庭系ごみ
(粗大ごみを除く)で50.2%、事業系ごみ(粗大ご
みを除く)で82.9%にのぼる(環境省、 2002)。
わが国は2000年を「循環型社会元年」と位置
付け、「循環型社会形成推進基本法」と個別法
(改正廃棄物処理法、資源有効利用促進法、食品
リサイクル法、建設リサイクル法、グリーン購入
法)を制定するなど、拡大生産者責任(EPR)の考
え方を取り入れたリサイクル関連法を整備した。
EPRは使用済み製品に対する生産者の責任を拡
大することで、原材料の選択と製品の設計に変化
をもたらす環境政策上の手法である。リサイクル
促進以外に新たな行動原理が必要であるとの認識
から、 OECDの場でも EPRが廃棄物最小化のた
めの原則と戦略であると確認されており (OECD、
2001)、今後の廃棄物政策で一層重視されていく
ことになろう。
本研究では、付帯表によるアプローチによって
事業系一般廃棄物の排出構造の分析を行ったが、
その排出構造は技術的に固定的なものと想定され、
一般廃棄物の有料化やリサイクル、さらに EPR
の効果については分析することが難しいというう
らみがある。今後は拡張産業連関表によるアプ
ローチを試みることなどにより、こうした新たな
課題にも取り組んでいきたい。
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1)本研究の一部は科学研究費補助金を受けて行われ
た(課題番号:l3680655)。
2) 旧東京都清掃局清掃研究所との共同研究により行
われた。同研究所は平成12年4月に東京都環境科学
研究所に統合された。
3) 23区部では、従来は東京都が市町村の立場で清掃
事業を行ってきたが、平成12年4月からは都区制度
改革により特別区に移管された。
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Thepu叩oseof this study is to analyze the “general waste" generated from business activities in the 
Tokyo metropolitan area by conducting an input-output analysis. According to the Waste Disposal and 
Public Cleansing Law in Japan， among the various types ofwaste generated from industrial activities， 20 
types of waste are specified as indus佐ialwaste. Waste accompanying industrial activities， but not 
classified under the above 20 types， isdesignated as “general waste" from business activities， the disposal 
of which is the responsibility of local govermnents. In this study， analysis is performed using supporting 
tables， focusing on the generation of“general waste" from business activities. 
The Tokyo Metropolitan Govemment has developed an excellent Input-Output Table， which 
includes two sectors (head office， such as management sector and production sector) and two regions 
(Tokyo and other regions). Moreover， ithas performed research on the waste generated企omeconomic 
activities ofbusiness sectors. Using this Input-Output Table and the research results， we can analyze the 
amounts of generated waste企omthe final demand for each sector or each region. It is clear that about 
one-half ofthe amounts of generated waste are derived from the final demand of other regions. 
